
医療保険（健康保険法等）の訪問看護 介護保険の（介護予防）訪問看護
柔軟な取り扱い 訪問看護の開始に当たり、重要事項等の説明は

電話等で行い文書は後日郵送等により対応可
・一時的対応として、ワクチン接種後の副反応で
人員基準等を満たせなくなる場合、加算等介護
報酬の減額は行わない
・自治体の依頼でワクチン接種に協力する場合
は、看護体制強化加算の人員体制に影響しない
・訪問看護提供の際にワクチン接種後の経過観
察を行うことは可
・各種会議の開催・参加・研修等の柔軟な対応等

報酬算定の特例 ①主治医が感染予防の必要を指示した場合：特別管理加算の
４０/１００（１，０００円）を別途算定可（1回/月）
②新型コロナウイルス感染症者に特別訪問看護指示書2回交
付可
③新型コロナウイルス感染症の利用者に計画された訪問看
護：長時間（精神科）訪問看護加算の２０/１００（１，０４０円）を
算定可（1回/日）
又は、医師の指示により緊急に訪問看護を実施した場合は、
長時間（精神科）訪問看護加算の４０/１００（２，０８０円）を算
定可（1回/日）
※診療所又は在宅療養支援病院の保険医以外の主治医から
の指示により緊急に訪問看護を実施した場合も、緊急訪問看
護加算（２，６５０円）の算定可（従前どおり）
※感染症の感染期間は医師の診断による

・要介護高齢者等の新型コロナウイルス感染症者
に特別訪問看護指示書2回交付可
・要介護高齢者等の新型コロナウイルス感染症者
への訪問で通常で想定されないかかり増し費用
が発生した場合は「令和3年度新型コロナウイル
ス感染症流行下における介護サービス事業所等
のサービス提供体制確保事業」の活用に問い合
わせのこと（都道府県または政令指定都市・中核
市）

（参考）新型コロナ禍における訪問看護関連の臨時的対応（報酬等）：2023年１０月1日以降

※通常必要なサービス
の提供に影響があった
場合に厳に限るよう留
意する（介護保険の通
知より）

※①は感染症
の疑い含む）
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